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名     称 北中小路 2 期地区地区計画 

位     置 
栗東市北中小路字久保田の全部及び字土立、字鍵田、字新貝、字老ノ木、

字七板の各一部 

面     積 約 3.16ha 

地 区 計 画 

の  目  標 

本地区は、ＪＲ栗東駅から北西約 1ｋｍに位置し、駅周辺における商

業・業務を中心とした都市機能が集積する地区に隣接した生活利便性の高

い地区である。さらに、主要幹線道路である（都）大門野尻線、市道霊仙

寺北中小路線の整備に伴い、商業・業務や住宅需要の高まりとともに、今

後、沿道利便施設の立地等によりさらなる発展が期待できる地区である。 

 こうした本地区の特徴を活かし、秩序ある商業業務沿道空間の創出と周

辺環境と調和したゆとりと潤いある快適な住宅地の誘導により、魅力的な

市街地の形成を図ることを目標とする。 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

全

の

方

針 

土 地 利 用 

の 方 針 

建物用途の混在による居住環境の悪化を防止するため、戸建専用住宅を

主体とする「戸建住宅地区」と地区内の日常生活に必要な利便施設を主体

とする「商業・業務地区」に区分し、それぞれの地区にふさわしいまちづ

くりを誘導するため、土地利用の方針を次のように定める。 

1.戸建住宅地区   

閑静な落ち着きのある良好な住環境の形成を図り、周辺環境と調和のと

れたゆとりと潤いが感じられる緑豊かな特色ある戸建住宅地としての

土地利用を図る。    

2.商業・業務地区  

周辺環境と調和のとれた幹線道路の沿道にふさわしい土地利用を図る。 

地区施設の

整備の方針 

 良好な市街地環境の形成を図るため、地区内居住者の安全性と快適性が

保たれた道路、公園を適切に配置する。 

建築物等の

整備の方針 

ゆとりと潤いのある良好な市街地環境の維持・増進を図るため、建築物

等の用途の制限、建築物の建ぺい率の最高限度、建築物の容積率の最高限

度、建築物の敷地面積の最低限度、建築物等の高さの最高限度、建築物等

の形態又は意匠の制限、建築物の緑化率の最低限度、垣またはさくの構造

の制限を定める。 

そ の 他 

当該地区の

整備、開発

及び保全に

関する方針 

地区内における緑豊かな市街地環境を形成・保全し、地区の個性や魅力

を創出するために、その他当該地区の整備、開発及び保全に関する方針を

次のように定める。 

1.戸建住宅地区 

（１）道路沿道への積極的な緑化推進により、緑視効果を高め、緑に囲まれ   

た景観形成に努める。 

（２）オープン外構の推進かつ門灯や庭園灯の設置推進により、住宅地内に

おける防犯効果を高める。  

2.商業・業務地区 

（１）戸建住宅地区と調和のとれた道路沿道への緑化を推進する。 

（２）地域周辺居住者の生活利便施設を誘導し、にぎわいのある商業・業務

空間の創出に努める。 

大津湖南都市計画地区計画 

 

大津湖南都市計画北中小路 2 期地区地区計画を次のように決定する。 
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地

区

整

備

計

画 

地区施設

の配置お

よび規模 

道  路 
幅員 9.0ｍ 延長約 130ｍ（歩道 2.5ｍ含む） 

幅員 6.0ｍ～6.5ｍ 延長約 750ｍ（防護柵除く） 

公  園 面積約740㎡  

そ の 他 

公共空地 

調整池   1 箇所 面積約 1,770 ㎡ 

集会所用地 1箇所 面積約 510 ㎡ 

地区の区分の名称 戸建住宅地区 商業・業務地区 

地区の区分の面積 約 1.53ha 約 0.69ha 

建
築
物
の
制
限
に
関
す
る
事
項 

建築物等の 

用途の制限 

建築することができる建築

物は、次に掲げるものとする。 

1 戸建専用住宅 

2 戸建住宅で事務所、店舗そ

の他これらに類する用途を

兼ねるもののうち、延べ面積

の2分の1以上を居住の用に

供し、かつ、次に掲げる用途

でこれらの用途に供する部

分の床面積の合計が50㎡以

下のもの 

（１）事務所（汚物運搬用自動車、

危険物運搬用自動車その他

これらに類する自動車で国

土交通大臣が指定するもの

のための駐車施設を同一敷

地内に設けて業務を運営す

るものを除く。）  

（２）日用品の販売を主たる目的

とする店舗又は食堂若しく

は喫茶店  

（３）理髪店、美容院、クリーニ

ング取次店、質屋、貸衣装

屋、貸本屋その他これらに

類するサービス業を営む店

舗  

（４）洋服店、畳屋、建具屋、自

転車店、家庭電気器具店そ

の他これらに類するサービ

ス業を営む店舗（原動機を

使用する場合にあっては、

その出力の合計が0.75KW以

下のものに限る。）  

（５）自家販売のために食品製造

業（食品加工業を含む。）

を営むパン屋、米屋、豆腐

屋、菓子屋その他これらに

類するもの（原動機を使用

する場合にあっては、その

出力の合計が0.75KW 以下

のものに限る。） 

建築することができる建築

物は、戸建住宅地区の部に掲

げるもののほか、次に掲げる

ものとする。 

1 店舗、飲食店その他これら

に類する用途に供するもの

のうち建築基準法施行令第

130条の5の3に定めるもの

で、その用途に供する部分

の床面積の合計が1,500㎡

以下のもの（3階以上の部分

をその用途に供するものを

除く。） 

2 事務所その他これに類す

る用途に供するもので、そ

の用途に供する部分の床面

積の合計が1,500㎡以下の

もの（3階以上の部分をその

用途に供するものを除く。） 

3 公益上必要な建築物のう

ち建築基準法施行令第130

条の4に定めるもの 

4 幼稚園 

5 老人ホーム 

6 保育所 

7 身体障害者福祉ホーム 

8 診療所 

9 巡査派出所 

10 病院 

11 前10項の建築物に附属す

るもの 
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○「区域及び地区整備計画は計画図表示のとおり」 

○理 由 

 本地区は、ＪＲ栗東駅から北西約 1ｋｍに位置し、駅周辺における商業・業務を中心

とした都市機能が集積する地区に隣接した生活利便性の高い地域性を有し、主要幹線道

路網の整備に伴い、今後のさらなる発展が期待できる地区である。 

 また、隣接する平成 27 年 6 月 17 日に決定された北中小路地区地区計画区域と一体的

なまちづくりを目指している。 

 こうした地域性を活かし、秩序ある商業業務沿道空間の創出と周辺環境と調和したゆ

とりと潤いある快適な住宅地の誘導により、魅力的な市街地の形成を図るため、地区計

画の都市計画決定を行うものである。 

   （６）学習塾、華道教室、囲碁教

室その他これらに類する施設 

（７）美術品又は工芸品を製作す

るためのアトリエ又は工房

（原動機を使用する場合に

あっては、その出力の合計

が0.75KW 以下のものに限

る。）   

3 当該地区住民の社会教育

的な活動、自治活動の目的の

用に供するための公民館、集

会所その他これらに類する

もの 

4 前3項の建築物に附属する

もの 

 

建築物の容積率

の最高限度 
200％ 

建築物の建ぺい

率の最高限度 
60％ 

建築物の敷地面

積の最低限度 
180 ㎡ 

建築物等の高さ

の最高限度 
10ｍ 12ｍ 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

（１）建築物等は、周辺の景観及び街並みと調和する形態、意匠と

する。 

（２）建築物等は、派手な色彩を避け、周辺環境に配慮した落ち着

きのある色調とする。 

緑化率の最低限

度 

敷地面積の 10％（緑地面積算定基準は栗東市景観計画に基

づく。） 

垣又はさくの構

造の制限 

道路に面して垣又はさく（門扉及びこれに附属する部分を

除く。）を設ける場合は、次の各号の全てを満たすものとする。 

（１）高さは 1.5ｍ以下のものとすること。 

（２）構造は縦格子フェンス等透視可能なものとすること（土塀、

コンクリート塀又は板塀にしてはならない。）。ただし、地

盤面より天端高 0.6ｍ以下の上記フェンスの基礎石（コンク

リート、ブロック等）は、この限りでない。 


